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潜伏期間が長く、被害のピークは２０３０年頃！

アスベスト問題は身近で重要な問題、関心を！

アスベストセミナー2020は、「認定NPO法人 働く人びとのいのちと健康をまもる北海道センター」

を中心とする実行委員会が主催し、9月26日、札幌市で行われました。

アスベストは繊維状の鉱物の総称で、石綿とも呼ばれています。特性として、紡織性、耐熱性、断熱性、

防音性、絶縁性、耐腐食性、親和性に優れ、しかも安価なことから、「奇跡の素材」などとも言われ、建築

物への吹き付け、ブレーキ材、水道管、スレート、煙突など多くの製品に使用され、80％以上が建材とし

て使われているといいます。アスベストによる健康被害は、ばく露から20～40年ほどの潜伏期間を経て

発症するなど期間が非常に長く、現在はアスベストが使用禁止となっていますが、被害のピークは2030

年ころともいわれており、老朽化した建物の解体作業など今後も大きな課題となっています。

こうした状況等も踏まえ、参加報告をすることで、アスベスト問題について情報や認識を共有化できれ

ばと考えます。

セミナーは、２つの講演で構成されていました。１つは「アスベスト被害と医療機関の役割」と題して

勤医協の細川さんがアスベスト疾患の事例を上げながら、健康被害の状況や見過ごされやすい肺がんの認

定に向け、指定医療機関増設の働きかけや啓発活動など、今後の取り組みを含めた内容の講演でした。

もう１つは、東京安全衛生センターの外山さんが行いました。これを中心に報告します。演題は「大気

汚染防止法『改正』と残される課題」で、アスベストとは何か？から話が始まりました。アスベストの特

徴は、地殻の大部分を占める珪酸塩鉱物の一種で、石だけれど綿である。繊維1本が0.02μほどで400倍

の光学顕微鏡でも見えないほど細く、成分よりも繊維という形態によって発がんを引き起こし、「悪魔の鉱

物」とも言われているとの説明がありました。アスベストの種類は6種類あり、代表的なクリソタイル（白

石綿）、さらに健康被害を引き起こす力が強いクロシドライト（青石綿）やアモサイト（茶石綿）などがあ

り、ほとんどがカナダ等からの輸入といいます。

セメントにアスベストを混ぜて燃えないようにした

吹き付け石綿は、17万トンと量的には多くはないもの

の、粉じんが飛散する危険度が著しく高いレベル1で、

そこで働いているだけで石綿障害になると言います。

一方、アスベスト含有建材製品は4300万ｔと大量に出

荷されていて、その約8割が屋根材や外壁材の波型スレ

ート、スレート板で飛散危険度はレベル3と低いもの

の、現在も大量に残っているといいます。

アスベスト関連疾患として、中皮腫、肺がん、石綿

肺、びまん性胸膜肥厚等があります。アスベストが原因の悪性腫瘍である中皮腫の死亡者数は、上グラフ

のように1995年では約500人程であったのが、2017年には約3倍の1500人ほどにもなっています。

肺がんについては、ほとんどが喫煙が原因とされ、正確にはわからない状況ですが、中皮腫の2倍程度の

3000人程度の死亡者数があると考えられているといいます。アスベストと疾患の関連性については、ア

スベストの輸入量が日本の高度経済成長期の1960年代以降急激に増加し、1990年代中頃の減少傾向を
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示すまで大量に輸入が続く一方で、輸入量が増した約30年後から中皮腫による死亡者数が増加し始めてい

ます。このことからも、アスベスト関連疾患の潜伏期間は20～40年くらいと非常に長く、危険度が高い

ことがわかります。

石綿被害者の遺族が厚労省に石綿建材の全面禁止の陳情

したことなどもあり、2004年には建材等の石綿使用が禁止

となりました。翌2005年には、クボタショック、すなわち

水道管を製造している尼崎のクボタ工場で1995年～2004

年までの10年間に従業員51名がアスベスト関連病で死亡

し、住民5人も中皮腫との報道でアスベスト問題が一気にク

ローズアップされ、2006年には石綿原則禁止、2012年に

は石綿全面禁止となりました。

このように石綿には中皮腫や肺がんなど

発がん性のリスクがあり、その原因として石

綿の切断や破砕などで物理的な力が加わっ

て石綿の粉じんが飛散し、それを吸い込むこ

とによって健康被害が起きていきます。

石綿のばく露とリスクの関係については、ばく露量＝ばく露濃度×ばく露時間 の式で表すことができ、

ばく露濃度が高く、ばく露時間が長いほどリスクは高くなるなど、リスクとばく露量とは反応関係にある

といいます。石綿の濃度については、一定の容量当たりの石綿の本数で表し、例として1000ｆ/Ｌは１Ｌ

当たり1000本の石綿、１ｆ/mlは1ml当たり1本の石綿を含む濃度を示しているとの説明がありました。

日本産業衛生学会が示した石綿の許容濃度は1日でクリソタイル（白石綿）で0.15ｆ/ml（150ｆ/Ｌ）、

クリソタイル以外で0.03/ｍｌ（30f/Ｌ）といいます。

また、労働環境における石綿の許容濃度は、１/1000リスクを基準とすることが多く、この基準は50

年間仕事をして1000人に1人が過剰発がんを起こすという意味だそうです。こう聞くと石綿ばく露は大し

たことのないように聞こえるかもしれませんが、アモサイト（青石綿）を含む建材を1日切断する作業を行

ったとすると、ばく露量は数か月分の分量に匹敵するといいます。また、比較的危険度が低いクリソタイ

ル（白石綿）を含む建材の建築の建て壊しでも4350f/Ｌとなり、1日で1か月分のばく露量と大変な量の

石綿を被爆することになります。

こうした石綿被害は、石綿を吹き付けた建造物の居住や使用などの建物ばく露、建物の解体作業など石

綿作業者の労働ばく露に止まらず、取り壊し周辺の住民等が受ける環境ばく露など、さまざまな場面での

ばく露が想定されます。石綿は発がん物質ですが、粉じんで目に見えなく、臭いもなく、建物などに大量

に使われてきているので、どこにでもあります。また、潜伏期間が長いため、今後も被害が増え続け、誰

にでも病気になる可能性があることから、対策を講じなければ被害は広がっていきます。現在の労災認定

状況でいうと、建物ばく露による被害は労働ばく露の1％という低さになっているといいます。

石綿の法規制として、今年2020年に、安全衛生法の下位法である石綿障害予防規則と大気汚染防止法

の「改正」が行われています。大気汚染防止法では、解体工事におけるアスベスト飛散の規制として、こ

れまでレベル1の吹き付けアスベスト、レベル2のアスベストを含有する保温材、耐火被覆材及び断熱材に

ついては適用されていましたが、今回の改正にともない、レベル3のスレートやPタイル、その他アスベス

トの含有建材も対象に加え、すべての石綿含有建材を規制対象としました。

具体的には、石綿など健康被害の恐れのある特定粉じんについて、大気汚染防止法第2条に、「特定工事

とは特定粉じん排出等作業をともなう建設工事」とした規定を新設して特定工事の定義を明確化していま

す。これを受け、第18条では、特定工事の作業方法の基準は環境省令で定めると規定するとともに、新た

に、①設計図での書面調査や現地調査など事前調査の実施、②事前調査は調査者講習の修了者、③作業方

法などの説明義務、⑤隔離や除去の作業期間は集じん・排気の方法や装置を設置、⑥発注者に対する作業

終了の報告義務などが規定されました、こうした規制対象の拡大や事前調査の実施、直接罰の創設や不適

切な作業の防止など改正は石綿健康被害の抑制に期待がきるものの、課題も残っているといいます。
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今後の課題としては、①公的資格をもつ建築物石綿含有建材調査者が圧倒的に少ないことから調査者等

の数を確保し、調査、分析、検査の信頼性を確保する。そのためにも、海外のように第三者の測定機関が

行うべきである。②東京など一部自治体では条例などで除去中の気中濃度測定を義務づけてはいるが、半

数以上の自治体には濃度測定義務はなく事業者に損害賠償責任など責任の追及ができないなどのことから、

常に濃度測定を行い監視できる管理の強化が必要である。③国や地方自治体が所有者等に石綿含有建材の

把握に関する知識など使用状況の把握を後押しするよう、所有者等の努力義務を明確にし、国や地方自治

体の支援を明記するなど所有者等による通常使用時の建物調査を推進する、④除去作業は資格を有する者

が行うなどライセンス制にするなど、法規制を強化すべきとの提起がありました。

最後に、アスベスト健康被害は２０世紀初頭から起きていた。あのとき使わなければ肺がんなどにはな

らないといっても遅い。解体でアスベスト被害が起きないよう、最後の規制として法改正をし、守らせる

ことが重要と指摘しています。

アスベストは全面禁止になっていても、過去に作業等でばく露している場合や民間等の所有建造物では

石綿含有建材を現在も使用している場合も相当数あると想定されることから、自分の居住や住宅を含め私

たち自身がアスベスト問題について関心を持ち、確かな情報や知識を身につけることが大切と考えます。

今後、建物の解体等にともない、作業者のみならず、周辺にもばく露の危険性があることから、法律の整

備等は勿論のこと、それを遵守させるしくみや体制を確立させることが重要と改めで考えさせられました。

急増する新型コロナウイルス感染症！

手洗い、三密回避など基本的予防をしっかりと！

冬場に近づくにつれ、コロナウイルス感染は拡大し、１１月末の１週間の国内感染者数は2000人を超

え、急増しています。特に北海道の感染拡大は著しく、連日200人を大幅に超え、１０万人あたりの感染

者数は３０人と全国最多で深刻な状況となっています。経済対策として政府が推進している「Go to ト

ラベル」も一部地域で除外となりましたが、感染防止を第一に考えるならば、対応の遅れやちぐはぐな感

染症対策の感は否めません。世界的にはワクチン開発がすすんでいますが、安全性が確認され実用化まで

にはまだ時間を要すると考えられることから、国としての実行ある対策は勿論のこと、私たち自身も改め

て職場や家庭など日常生活において感染予防の取り組みを再考し、強化していくことが重要です。

新型コロナウイルスに感染していても無症状の人がたくさんいるといいます。また、新型コロナの感染

者は、発熱などの症状が出る２日前からウイルスを出し、前日に最も排出することがわかってきています。

アメリカのニューヨーク州で５月はじめに公表された情報では、PCR検査で感染者と診断された８倍の人

に感染の証拠となる抗体が確認されたようです。

一方、PCR検査は絶対ではなく、検査結果で陽性と出て正しく判断できる確立は７０％といいます。ま

た、健康な人でも１％弱の擬陽性があり、２回のPCR検査が望ましいともいわれています。

ですから、自分が知らないうちに感染し、他の人にうつしている可能性があり、実際にPCR検査を受け

て感染がわかった人の数倍にものぼる人が感染していると考えられます。また、PCR検査が陰性であって

も、感染の可能性が低いというだけで、将来的に発病しないという保証はなく、誰が発病しても不思議で

はないことから、感染しないよう最大限の予防対策や注意を払う一方で、万が一感染した場合の対応や行

動についても考えておく必要があります。

まず、職場で共有したい新型コロナウイルス感染症対策について考えていきます。感染症の要素は、①

病原体の存在、②感染経路、③人体の免疫等の状態 の３つがあり、職場や家庭での予防対策として、こ

の３要素を上手にコントロールし、管理することよって、より効果が上げられるということを共通認識し、

実践していうことが大事です。ここでは、新型コロナウイルス感染症対策について、労災事故防止の労働

安全管理の考え方に当てはめて考えてみます。

次図は「バードの法則」について表したもので、１回の重大災害の背景には、10回の事故、さらには３
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０回の物損の事故、600回のヒヤリハットがあるという法則です。これを感染予防に当てはめると、①ヒ

ヤリハットをなくすのは、ウイルス

に触れる機会を減らすことです。具

体的には、外出は外食を控え、ドア

ノブや椅子、机、トイレなど身近な

ところの消毒を徹底し、頻繁に室内

の空気の入れ換えを行うことです。

②物損事故を減らすのは、感染経

路を遮断することです。具体的に

は、飛沫感染や接触感染を防ぐため

に、外出時のマスクの着用や帰着時

の手洗い、うがいの習慣化、大声で

の会話を控えるなどが大事です。

③労災を軽傷にとどめるには、体調や持病の管理を行うなど身体の状態を良くして免疫を高めておくこ

とです。具体的には十分な睡眠を取るなどして疲労を残さないことや暴飲・暴食などを避けることが重要

で、特に重症化のリスクを持つ人は医師とも相談しながら、十分体調に気をつけるなどして、感染や発病

を防いでいきます。

職場や家庭で特に気をつけて対策したいこと！

１．手洗いは30秒以上しよう！

感染症対策として、帰社や帰宅の際には必ず手洗いが行われているとは思いますが、手のひらや甲だけ

ではなく、指先や爪の間、指の間など石けん等で十分に手洗いを行い、流水で丁寧に流す時間を含めれば

最低でも30秒は必要といいます。その後は清潔なタオルやペーパーオイルなどで手を乾かし、アルコール

などで消毒すると効果がさらに高まります。また帰宅後は、直ちにシャワーや入浴なども良いでしょう。

２．マスクの着用は人にうつさないという意識をもとう！

新型コロナウイルスの大きさは1万分の１ｍｍしかなく、高性能のマスクであってもウイルスの出入りは

完全に防ぐことはできないといい、咳やくしゃみ、話などの飛沫で人に感染させないという意識を互いに

持つことが一層のウイルスや感染経路の遮断につながります。また、外出等で使用したマスクの外側には

多くのウイルスが付着している可能性もあることから、使い捨て用のマスクについてはゴミ箱に投函して、

その後で手を洗います。使い回しのできるマスクについては必ず洗濯をし、殺菌します。

３．かかりつけ医をもとう！

症状が出て8割以上の人は軽症ですが、1週間を境に重症化する人が出て、そのうちの3割程度の人が重

篤となり、また、その何割かが亡くなるといいます。危険な状態から脱しても、呼吸苦や倦怠感などの後

遺症が残る場合があるといいます。重症化のリスクとして、肥満体質、喫煙者、糖尿病、高血圧、心疾患、

慢性呼吸疾患や腎疾患、がんなど、基礎疾患のある人や高齢者が高いといわれています。したがって、発

熱等をした場合や重症化防止のための対策として、高齢者や持病がある人などはかかりつけ医を持つよう

にしたり、既に治療や通院をしている人は経過観察を続けるなどしてもらい、体調を整えていくことが重

要と考えます。

４．発熱等の症状が出た場合の対応は？

職場で、或いは家族に発熱等の症状が出た場合の対応として、職場の安全衛生委員会等で方針やルール

を決めておくことが重要です。症状が出た場合は、①かかりつけ医や保健所等に直ちに電話で相談する、

②相談結果をもとに、職場の担当部署や上司に連絡して、少しでも感染の疑いがあれば自宅待機とする、

③自宅待機の場合は一定期間職場を離れることになることから、上司や同僚と電話で休業する期間や業務

の調整を行うなど、状況に応じて対応できるようにしておくことが重要です。この他にも、感染者のプラ

イバシーの配慮や濃厚接触者の確認、職場の同僚たちと感染に関する情報を共有し合えるルールや体制づ

くりが必要です。現在、コロナの感染にともなう差別や偏見も決して少なくはないことから、先述したよ

うに感染しないことが最も良いことですが、誰もが感染するリスクや可能性があるので、決して誹謗や中

傷し合うのではなく互いに支え合い、職場や社会が混乱せずに整然と対処できるようにして、ワクチンの

完成など新型コロナウイルス感染症が克服されるまで、こうした局面を乗り越えていきたいものです。


